
シンポジウム 

 

災害時はライフラインの損害等で検査を含め通常の医療提供が不可能となる。その中で検査技師ができる役

割を共有したい。災害時は医療提供の他に情報の管理が重要となる。また、通常の救急医療と災害医療の相

違が発生する。そこで災害時に必要となる体系的な項目が「CSCA TTT」 であり内容は次の通り。・C：

Command指揮、命令・S：Safety安全・C：Communication情報、通信・A：Assessment評価、分析・T：

Triageトリアージ・T：Treatment治療・T：Transport搬送。これに沿って活動するが、的確迅速にしてい

くうえで、重要なものが「情報の管理」。医療資機材や人員が揃っても、適材適所に配置ができなければ活動

は失敗。そのためにも「情報の管理」が重要で、検査技師に限られたものではないが、他スタッフと活動し

ていく必要がある。 

災害が中長期化すると、各団体から検査業務で現地への応援要請が来ます。検査室補助、感染症や簡易検

査、エコノミークラス症候群の検査など活動が重要となる。 

 

災害時に検査技師は何ができるか 

DMAT の立場から検査技師ができること 

◎宮崎 勝吉
1) 

JA 新潟厚生連 佐渡総合病院
1) 



シンポジウム 

新潟県立十日町病院は、越後妻有地域唯一の災害拠点病院として地域医療を支えている。当院検査科では、

消防や保健所と連携した院内災害訓練への参加や、電子カルテ障害を想定した紙依頼・手書き報告などの運

用マニュアルを整備し、有事への備えを進めてきた。一方、病院 BCPにおける検査科の具体的な行動計画

や、時間外発災時における運用の実効性には課題が残る。特に、異動のある職場で経験の浅い当番技師がマ

ニュアルに沿って適切に行動できるか、混乱下での業務集中や指示待ちをいかに防ぐかが課題である。「災害

時に動ける BCP」の実現には、マニュアルの精緻化だけでなく、250床という施設規模を活かした平時からの

多職種連携が重要である。日常的に顔の見える関係を構築することで、有事の相互フォローや負担分散が可

能となる。中小規模の施設においては、平時からの人間関係というインフラ整備が、災害対策の実効性を高

める鍵になると考える。 

 

災害時に検査技師は何ができるか 

各施設の災害対策－病院・検査室の準備や活動の紹介－ 

◎関 俊輔
1) 

新潟県立十日町病院
1) 



シンポジウム 

地震や水害などの災害による被害は毎年のように日本各地で発生している。長岡赤十字病院では大規模災害

を想定した多数傷病者の受け入れ訓練や病院に隣接する信濃川が氾濫することを想定した水害対策訓練を実

施している。また、近年ではサイバーテロによるシステムダウンも問題視されているためシステムダウンを

想定した訓練もはじめた。検査室もこれらに参加しているが、傷病者の受け入れ訓練はコロナ禍の影響で中

止していた時期があり、参加したことのない若手が多くマニュアルを知っているが実際の動きは分からない

という技師が増えてきている。また、検査室で用意している検査伝票は古く、システムダウン時の訓練では

検査室・臨床ともに使い方が分からないことや必要な検査が伝票にないなどの問題がある。検査室として訓

練内容や問題に対して臨床側の意見を取り入れ、マニュアルの整備や検査伝票の改訂を行い、訓練に参加す

るなど災害対策を行っている。 

 

災害時に検査技師は何ができるか 

各施設の災害対策－病院・検査室の準備や活動の紹介－ 

◎丸山 大節
1) 

長岡赤十字病院
1) 



シンポジウム 

災害時、各医療施設において役割が異なることから、自施設の BCP（事業継続計画）、災害時マニュアルをも

とに検査科の整備を具体的に行う必要がある。また災害時にはライフライン（電気・ガス・水道）が途絶

し、人員も不足する事を想定し、日常からの検査機器整備、資機材の備蓄や代替手段の確保、システムが使

用出来ない場合の検査体制の構築が必要となり実際に災害時に機能するよう日頃からの訓練が重要である。

訓練は地震のみならず、身近に発生リスクのある水害や火災など多様な災害を想定したり、時間帯も様々な

ケース（日常ルーチン帯、夜間当直帯、休日日直帯など）を想定し実践的な内容とする教育・訓練をするこ

とが重要となる。これらを総合的に整備・訓練・教育することで、施設の災害対応力を高めることにつなが

る。シンポジウムでは当検査科のこれらの取り組みを紹介し、各施設の災害時に対する整備の一助になれば

と考える。 

災害時に検査技師は何ができるか 

各施設の災害対策－病院・検査室の準備や活動の紹介－ 

◎坂西 清
1) 

新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院
1) 



シンポジウム 

 

近年、地震や豪雨等の大規模災害が相次ぎ、臨床検査技師には医療機関の検査機能維持に加え、避難所での

DVT検診、被災病院への検査室支援、行政へのリエゾン、検査機器・試薬の供給など、多様な役割が求めら

れている。能登半島地震での日臨技による災害支援活動を踏まえ、災害対策支援規程・マニュアルが見直さ

れた。今回の改定では、災害対策本部の機能分担、リエゾン機能、派遣協力登録、派遣者の安全確保など、

組織的な支援体制が整備された。また、令和 8年熊本地震では、避難所での DVT検診や被災病院検査室への

傾聴訪問が行われ、検査機能の状況把握と継続支援の重要性が示された。災害時の POCTでは、測定環境や機

種、単位等の確認も重要である。新潟県臨床検査技師会では、新潟県及び臨床検査薬卸連合会との災害時支

援協定締結に向けた取り組みが順調に進んでいる。今後は BCP、人材育成、情報共有、訓練等を進め、支

援・受援双方を見据えた組織的な災害時臨床検査体制の構築を目指す。 

 

災害時に検査技師は何ができるか 

日臨技、新臨技の取組み 

◎田端 篤
1) 

社会福祉法人 新潟市社会事業協会 信楽園病院
1) 



スイーツセミナー 

 

ISO 15189 や病院機能評価、機器更新に伴い、分厚い SOP を「作った」ものの、現場で「回す」ことに疲弊

していませんか？トラブルの度に個人を注意する「モグラ叩き」の対応では、現場の負担は増すばかりで

す。本セミナーでは、管理層と現場の「認識ギャップ」というリアルな課題を直視し、持続可能な仕組み作

りを提案します。スイスチーズモデルの視点と「タートルチャート」を用い、ヒト・モノ・方法・指標の防

護壁で事故を未然に防ぐアプローチを解説。地域基幹病院での実践例を交え、個人の頑張りに依存しない

「最高に退屈で安全な検査室」を実現する「10のキーワード」をお伝えします。 

 

「作る」から「回る」検査室へ！ 

～日常業務の「当たり前」を定着させる PDCA/SDCA と 10 のキーワード～ 

◎石原 典明
1) 

ロシュ・ダイアグノステイックス株式会社
1) 



ランチョンセミナー 

『検査の始まりは採血である』 と言われるように、採血手技や採血管の取扱いが正しくないと、正確な検査

値を報告することはできない。採血直後の「転倒混和」が最も重要である。採血・採血管の取扱いを良く理

解しておくことが、正確な検査を迅速に実施・報告する上で重要である。以上を踏まえて、今回のランチョ

ンセミナーでは２つの講演を企画した。 

１．独り立ちをするときに役に立つ採血・採血管取扱いの基礎知識 

２．検査値の品質向上を目指した採血管の取扱いに関する取組みと期待すること 

独り立ちをする検査技師および支援するみなさまのお役に立つ情報提供を予定している。 

 

正確な検査データを届けるための採血・採血管取扱いの基礎知識 

～自信を持って独り立ちするための第一歩～ 

◎ 柴田真由美 、須長宏行
1) 

新潟大学地域医療教育センター魚沼基幹病院 、積水メディカル株式会社
1) 



特別講演  
  

                     

 

 

医療・介護・福祉（以下、医療福祉）の提供体制は大きな危機にあります。その要因は、人口減

少、少子高齢化、医療の進歩、安全管理への強い要求です。人口減少は医療福祉需要を減らし、少

子化は働き手を減らしますが、高齢化は生活支援の必要性を増やします。医療の進歩は寿命を大き

く延ばし、安全管理対策は世界一安全な医療を実現しましたが、多くの専門職が必要になりました。

働き手の急速な減少は将来に渡る人手不足を約束し、対策なしでは医療福祉提供体制は破綻します。 

対策の柱は、行政や医療福祉関係者の強固な連携により少ない資源を効率的に利用する、早期介

入により医療福祉業務量の削減と住民の生活時間を確保する、これらを地域協議で実現する、の三

つです。連携は適切な情報を集め、整理し、次に伝えていく作業が基本です。ICT や AI の進化はこ

の作業効率を飛躍的に高めます。巷では「ICT による業務効率化」、「医療 DX の推進」、「AI で業務

変革」が高らかに謳われ、これらに関するセミナーや講演が頻回に開催されています。しかし、現

場業務は思うようには変わらず、むしろ従来業務を変えたくない気運すら見え隠れします。  

全国に先駆けて人口減少・少子高齢化が進む佐渡では、10 年以上前から ICT を用いた情報基盤の

構築や業務効率化に向けた取り組みが地域全体で協議・実践されています。他に例を見ない先進的

な取り組みですが、徐々に活用されているとは言え、やはり現場の実態は取り組みが目指す姿と大

きく乖離しています。行政や医療福祉関係者、住民各々で地域社会の問題や課題の認識に差が大き

いこと、多忙や人手不足を理由に対策へ参画しないことなどが背景にあり、医療福祉事業所自体に

も大きな意識の差があります。一方で、ここ数年は現場の関係者が職種や組織を越えて集まり、課

題の共有や対策を議論するようになりました。テクノロジーだけでは実現できない人のつながりに

よる連携が進み始めています。講演では佐渡の取り組みの経緯を紹介し、これからの社会に求めら

れる連携の姿を考えます。  

 

 

デジタルは幸せをもたらすのか？  

～佐渡の取り組みと苦悩～  

◎佐藤  賢司
1 )  

新潟県厚生連佐渡総合病院
1 )  



特別講演  
  

                     

 

 

佐藤賢治病院長 ご略歴  

 

1986 年 新潟大学医学部卒業、新潟大学外科教室入局  

1995 年 佐渡総合病院外科勤務  

2001 年 佐渡総合病院外科部長  

2015 年 京都大学大学院医学研究科非常勤講師、現職  

2015 年 佐渡総合病院副院長  

2016 年 佐渡総合病院病院長、現職  

2021 年 日本農村医学会理事長、現職  

 


